仙台市墓地，埋葬等に関する法律等の施行に関する規則

平成元年３月２９日

仙台市規則第５０号

改正　平成　８年　３月　規則第２０号

平成１２年　３月　規則第８７号
平成１３年　８月　規則第８３号

平成１６年　３月　規則第６３号
平成１７年　３月　規則第　８号

平成１９年　３月　規則第４５号
平成２０年１１月　規則第６７号

平成２４年１０月　規則第９３号

平成２７年　３月　規則第３４号

（趣旨）

第１条　この規則は，墓地，埋葬等に関する法律（昭和２３年法律第４８号。以下「法」という。）及び仙台市墓地，埋葬等に関する法律の施行に関する条例（平成１２年仙台市条例第１５号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（特に市長が認める者）

第２条　条例第２条第１項第３号に規定する特に市長が認める者とは，次の各号のいずれかに該当する者とする。

一　墓地，納骨堂又は火葬場（以下「墓地等」という。）の経営を目的として設立された公益社団法人又は公益財団法人（本市の区域内に主たる事務所がある場合に限る。）

　二　公共事業，相続その他やむを得ない事情により，既存の墓地等の移転等が必要と認められる個人

　三　学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する大学を設置する国立大学法人（国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）第２条第１項に規定する国立大学法人をいう。）又は学校法人（私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）第３条に規定する学校法人をいう。）で医学又は歯学の教育又は研究に伴い墓地等の経営が必要と認められるもの

（経営の許可の申請） 

第３条　法第１０条第１項の規定による墓地等の経営の許可（以下「経営の許可」という。）を受けようとする者は，次に掲げる事項を記載した申請書を市長に提出しなければならない。

一　申請者の住所及び氏名（法人にあっては，その名称，主たる事務所の所在地及び代表者の氏名）

二　墓地等の名称，所在地及び面積

　三　管理者の本籍，住所，氏名及び生年月日

　四　申請の理由

　五　前各号に掲げるもののほか，市長が必要と認める事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　前項の申請書には，次に掲げる書類を添付しなければならない。

一　申請者が法人である場合には，定款，寄附行為又は規則（宗教法人法（昭和２６年法律第１２６号）第１２条第１項に規定する規則をいう。）の写し，当該法人の登記事項証明書及び法人として当該墓地等の経営を行うことを決定したことを証する書類

二　墓地等の所在地の登記事項証明書
三　墓地等の所在地及びその隣接地の不動産登記法（平成１６年法律第１２３号）第１４条第１項に規定する地図又は同条第４項に規定する地図に準ずる図面の写し，現況図並びに墓地等の周囲２００メートル以内の略図 

　四　墓地を経営しようとする場合には，当該墓地の区域の平面図及び不動産登記令（平成１６年政令第３７９号）第２条第３号に規定する地積測量図

五　納骨堂又は火葬場を経営しようとする場合には，施設の設計概要書，配置図，立面図及び断面図

六　墓地等の経営及び施設の維持管理に関する計画書

七　その他市長が必要と認める書類

　
（変更等の許可の申請）

第４条　法第１０条第２項の規定による墓地の区域又は納骨堂若しくは火葬場の施設の変更の許可（以下「変更の許可」という。）を受けようとする者は，前条第１項各号に掲げる事項及び変更内容を記載した申請書に，同条第２項各号に掲げる書類（既に提出されたものを除く。）を添付して市長に提出しなければならない。ただし，市長が特に認めたときは，この限りでない。　
２　墓地の区域の変更の許可を受けようとする者は，前項に定めるもののほか，次に掲げる書類を市長に提出しなければならない。ただし，市長が特に認めたときは，この限りでない。

　一　墓地，埋葬等に関する法律施行規則（昭和２３年厚生省令第２４号。以下「省令」という。）第６条第１項に規定する図面の写し

二　省令第７条第１項に規定する帳簿（墓地に係るものに限る。）の写し又はこれに準ずる書類
３　納骨堂の施設の変更の許可を受けようとする者は，第１項に定めるもののほか，次に掲げる書類を市長に提出しなければならない。ただし，市長が特に認めたときは，この限りでない。
　一　省令第６条第２項に規定する図面（納骨堂に係るものに限る。）の写し

二　省令第７条第１項に規定する帳簿（納骨堂に係るものに限る。）の写し又はこれに準ずる書類
４　法第１０条第２項の規定による墓地等の廃止の許可を受けようとする者は，前条第１項各号に掲げる事項を記載した申請書に，次に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。

一　前条第２項第１号から第３号までに掲げる書類

　二　墓地又は納骨堂を廃止しようとする場合には，改葬が完了したことを証する書類

三　その他市長が必要と認める書類

（墓地の経営の許可の基準）

第５条　経営の許可に係る墓地の設置場所は，次に掲げる基準に適合しなければならない。ただし，市長が特に認めたときは，この限りでない。

一　都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第７条第２項に規定する市街化区域内及びこれに近接する場所でないこと

二　住宅及び学校，病院その他の公共施設からの距離が１００メートル以上であること

２　経営の許可に係る墓地の用地は，次に掲げる基準に適合しなければならない。ただし，市長が特に認めたときは，この限りでない。
一　自己の所有地であり，かつ，地上権，抵当権その他の所有権を制限する物権等が設定されていないものであること

二　宗教法人が経営するものについては，その面積が１，０００平方メートル以内であり，かつ，当該法人の主たる事務所等が存する境内地内の土地又は境内地に隣接する土地（以下「境内地等」という。）であること

３　経営の許可に係る墓地の構造設備は，次に掲げる基準に適合しなければならない。ただし，市長が特に認めたときは，この限りでない。

一　周囲に塀，垣根等による遮へい物を設け，当該墓地の境界付近から内部を見通せないものとすること

二　墓地内における通路の有効幅員は，１メートル以上とすること

三　雨水又は流水の滞留を防止するための排水設備を設けること

四　墓地内にごみ集積場を設ける等環境衛生上必要な措置を講ずること

五　当該墓地が境内地等以外にある場合には，管理者の氏名及び連絡先を明示した看板を設けること
４　経営の許可に係る墓地の区域は，焼骨を埋蔵する墳墓を設けるための区域に限る。ただし，経営の許可に係る墓地の区域が飲料水を汚染するおそれがなく，かつ，公衆衛生その他公共の福祉を維持するために支障がないと認められる場所に存する場合であって，市長が特に必要と認めたときは，この限りでない。
（墓地の区域の変更の許可の基準）

第６条　墓地の区域の変更の許可の基準は，次のとおりとする。ただし，市長が特に認めたときは，この限りでない。

一　当該許可により増加することとなる墓地の区域（以下この条において「増加区域」という。）がある場合は，現に経営している墓地の区域の相当部分が現に墳墓の用に供されていることその他の事情に照らして，墓地の区域の変更が必要と認められること

二　増加区域が前条第１項第２号，第２項第１号及び第４項に掲げる基準に適合すること

三　宗教法人が経営するものについては，増加区域の面積が１，０００平方メートル以内であり，かつ，境内地等又は現に経営している墓地の区域に隣接していること

四　変更の許可に係る墓地の構造設備が前条第３項各号に掲げる基準に適合すること
（納骨堂の経営の許可等の基準）

第７条　経営の許可又は変更の許可に係る納骨堂の構造設備は，次に掲げる基準に適合しなければならない。

一　外壁及び屋根は，耐火構造にすること

二　床面は，コンクリート等の不浸透性の材料で築造すること

三　出入口及び納骨設備には，施錠装置を設けること

　（火葬場の経営の許可等の基準）

第８条　経営の許可又は変更の許可に係る火葬場の構造設備は，次に掲げる基準に適合しなければならない。

一　周囲に塀，垣根等による遮へい物を設けること

二　火葬炉に防臭装置を設けること

三　流水式の手洗設備を設けること
（経営開始の届出等） 

第９条　条例第５条の規定に基づく墓地等の経営の開始又は供用の開始の届出は，次に掲げる事項を記載した届出書により行わなければならない。

一　経営者の住所及び氏名（法人にあっては，その名称，主たる事務所の所在地及び代表者の氏名）

二　墓地等の名称，所在地及び面積

三　管理者の本籍，住所，氏名及び生年月日

四　経営開始又は供用開始予定年月日

（都市計画事業等の施行による墓地又は火葬場の新設等の届出) 

第１０条　条例第６条の規定による届出は，次に掲げる事項を記載した届出書により行わなければならない。

一　経営者の住所及び氏名（法人にあっては，その名称，主たる事務所の所在地及び代表者の氏名）

二　墓地又は火葬場の名称及び所在地

三　都市計画事業の認可若しくは承認又は土地区画整理事業若しくは住宅街区整備事業の事業計画の認可に関する事項

四　その他市長が必要と認める事項

２　前項の届出書には，次に掲げる書類を添付しなければならない。

　一　付近の状況の略図

　二　墓地の場合には，施設の平面図

　三　火葬場の場合には，施設の設計概要書

四　都市計画事業の認可若しくは承認又は土地区画整理事業若しくは住宅街区整備事業の事業計画の認可を受けたことを証する書類の写し

五　その他市長が必要と認める書類

 （経営者等の遵守事項） 

第１１条　墓地等の経営者又は管理者は，次に掲げる事項を遵守しなければならない。

一　墓地等の施設が破損したときは，速やかに修復を行うこと

　二　墓地等を常に清潔に保つとともに，周辺の生活環境に影響を及ぼさないこと

　三　その他市長が必要と認めたこと

（変更の届出）

第１２条　墓地等の経営者は，次に掲げる事項について変更が生じたときは，速やかに市長に届け出なければならない。

　一　墓地等の名称

二　管理者の本籍，住所又は氏名

三　経営者が法人である場合は，当該法人の代表者の氏名

２　前項の届出は，次に掲げる事項を記載した届出書により行わなければならない。

一　経営者の住所及び氏名（法人にあっては，その名称，主たる事務所の所在地及び代表者の氏名）

二　墓地等の名称及び所在地

三　変更の内容

（台帳の備付） 

第１３条　市長は，その管轄する墓地等に関する台帳を備え，これに必要な事項を記載しなければならない。

   (実施細目) 

第１４条　この規則の実施細目は，健康福祉局長が定める。

附  則 

  （施行期日）

１　この規則は，平成元年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２　第４条及び第５条の規定は，この規則の施行の日以降になされる経営の許可又は変更の許可に係る墓地等について適用する。

　　　附  則（平８，３・改正）
（施行期日）

１　この規則は，平成８年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２　この規則の施行の際現に改正前の仙台市墓地，埋葬等に関する法律施行細則第３条の規定により提出されている申請書については，改正後の仙台市墓地，埋葬等に関する法律施行細則第３条及び第４条の規定により提出されたものとみなす。

附  則（平１２，３・改正）
　（施行期日）

１　この規則は，平成１２年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２　この規則の施行の日前に改正前の仙台市墓地，埋葬等に関する法律施行細則の規定に基づきなされた手続その他の行為で，この規則中これに相当する規定のあるものは，この規則の相当規定に基づきなされたものとみなす。

附  則（平１３，８・改正）
　（施行期日）

１　この規則は，平成１３年９月１日から施行する。

（経過措置）

２　改正後の第７条第１項の規定は，この規則の施行の日以後に墓地，埋葬等に関する法律（昭和２３年法律第４８号）第１０条第１項の規定による許可の申請（以下「申請」という。）が行われる墓地等について適用し，同日前に申請が行われた墓地等については，なお従前の例による。

附  則（平１６，３・改正）
　この規則は，平成１６年４月１日から施行する。

附　則（平１７，３・改正）
　この規則は，平成１７年３月７日から施行する。
附　則（平１９，３・改正）
（施行期日）

１　この規則は，平成１９年４月１日から施行する。

（経過措置）

２　改正後の第３条及び第４条の規定は，この規則の施行の日（以下「施行日」という。）以後に行われる墓地，埋葬等に関する法律（昭和２３年法律第４８号）第１０条第１項又は第２項の規定による許可の申請（以下「申請」という。）について適用し，施行日前にした申請については，なお従前の例による。

３　改正後の第５条から第８条までの規定は，施行日以後に申請が行われる墓地等について適用し，同日前に申請が行われた墓地等については，なお従前の例による。
附　則（平２０，１１・改正）
（施行期日）

１　この規則は，平成２０年１２月１日から施行する。

（経過措置）

２　改正後の第１条の２第１号に規定する公益社団法人又は公益財団法人には，一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成18年法律第50号）第42条第１項に規定する特例社団法人又は特例財団法人を含むものとする。
附　則（平２４，１０・改正）
（施行期日）

１　この規則は，平成２４年１１月１日から施行する。

（経過措置）

２　改正後の第５条第１項及び第４項並びに第６条第２号の規定は，この規則の施行の日以後に経営の許可又は区域の変更の許可の申請が行われる墓地について適用し，同日前にこれらの許可の申請が行われた墓地については，なお従前の例による。
附　則（平２７，３・改正）
　この規則は，平成２７年４月１日から施行する。
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